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１ 排出削減に向けた各主体の役割 

   二酸化炭素排出量を削減するためには、市民・事業者・市の各主体が率先して行動するとともに、 

互いに協力しながら地球温暖化防止に向けた取組を継続していくことが重要です。このため、各主 

体には次のような役割が期待されます。 

⑴ 市民の役割 

    地球温暖化は、市民の生活に長期に渡って深刻な影響を与えることが心配されます。自然の恵 

   み豊かな暮らしを次世代に継承するために、私たち一人一人がライフスタイルを地球にやさしい 

ものへ転換し、地球温暖化防止に取り組みます。 

 

⑵ 事業者の役割 

製品の製造やサービスの提供、流通、消費といった事業活動に関わるすべての過程において、

二酸化炭素の排出削減に取り組みます。従業員に対する環境教育・意識啓発を行い、普段の事業

活動における二酸化炭素の排出削減に取り組みます。 

    また、地球温暖化問題に関心を持ち、他の事業者や地域とも連携し、積極的に地球温暖化防止 

活動に参加するよう努めます。 

 

⑶ 市の役割 

    この計画を市民・事業者に周知するとともに、市自らも一事業者として、市の事務事業に伴う 

   ニ酸化炭素排出量の削減に率先して取り組みます。 

  市民・事業者が地球温暖化対策を進めるために必要な支援に努めます。 
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２ 基本方針及び施策の体系 

⑴ 基本方針 

温室効果ガス排出削減の目標を達成するためには、各主体がそれぞれの立場で環境に配慮した

低炭素社会の実現を目指し活動していく必要があり、まずは市自らが率先して取り組んだ上で、

市民、事業者等の活動促進を図っていきます。そのために本計画では次の４つの基本方針を定め

ます。 

 

方針１ 再生可能エネルギーの利用促進 

  本市は豊かな森林に加え水田や果樹類、園芸苗木等豊富な畑地を有しており、バイオマス

を地域で循環利用するための基盤に恵まれています。その基盤を最大限に活用したバイオマ

スタウンの形成に向け、食品残渣、もみ殻、剪定枝等の「堆肥化」、学校調理場等から出る

廃食用油のＢＤＦ化や間伐材を利用したペレット製造といった「燃料化」、一般廃棄物中の

バイオマス（家庭系生ごみ等）をエネルギー原料として利用する「エネルギー回収」という

３つの柱を基本にバイオマスの利活用を推進します。 

 

方針２ 省エネルギー型ライフスタイル・ビジネススタイルの推進 

家庭や事業所での温室効果ガスの排出量を削減するためには、それぞれが日常生活や事業

活動において節電やエコドライブ、クールビズやウォームビズなど省エネルギーに対する意

識を高め、環境に配慮した行動習慣を実践していくことが必要です。市としては、家庭や事

業所において、積極的な省エネルギーの取組が図られるよう必要な情報の提供や、啓発活動

を行っていきます。 

 

方針３ 循環型社会の構築 

循環型社会の構築に向けて、それぞれが日常生活や事業活動において、3Rを基本とし廃棄

物の排出抑制・再使用・再利用に努めることが重要です。市としては、そのための情報提供

や啓発活動を行うとともに、環境啓発施設「かんきょう庵」におけるリユース家具の無料配

布やフリーマーケットの開催など、廃棄物の排出抑制・再使用・再利用につなげるための機

会をつくり、持続的な取組が図られるような仕組みを構築していきます。 

 

方針４ 地域環境の整備及び改善 

森林や緑地などの植物は、二酸化炭素を吸収する機能を有しており、その適切な保全や創

出が夏の暑さを緩和することなどにつながり、エネルギー消費の低減効果を見込むことがで

きます。森林整備や緑化活動の推進に当たっては、地域や事業所などの協力が不可欠である

ことから、市が地域や事業所の取組を支援するとともに、市民に対する啓発活動を行い活動

の促進を図ります。 

また、自動車による温室効果ガスの削減を図るため、自転車利用の促進や利便性の高い公

共交通機関の整備、改善に取り組みます。 

 



第４章 二酸化炭素排出量の削減に向けた取組 

- 22 - 

 

⑵ 施策の体系 

市民・事業者・市の各主体が、基本方針に基づき、温室効果ガス排出量の削減に向けた施策を、

次の体系で実施していきます。 
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３ 具体的な取組 

市民・事業者・市のそれぞれの主体が、４つの基本方針のもと、二酸化炭素の排出削減に取り組 

みます。それぞれの方針に基づく具体的な施策については次のとおりです。 

⑴ 方針１ 再生可能エネルギーの利用促進 

≪バイオマス利活用の推進≫ 

事 業 名 生ごみ、剪定枝等の堆肥化 

事 業 主 体  市 

事 業 内 容  （市） 

  市内で発生する生ごみ、剪定枝等を回収し堆肥化を図り、ごみの減量化

を目指します。 

 

期 待 さ れ る 効 果  

ごみの減量につながり、ごみ処理にかかるエネルギー消費が抑えられ、

二酸化炭素排出量の削減が見込めます。 

 

 

事 業 名 間伐材の木質燃料化 

事 業 主 体  市 

事 業 内 容  （市） 

  緑のリサイクルセンターにおいて受け入れた剪定枝、間伐材のうち木質

ペレット燃料の原料として利用可能なものについて、民間のペレット製造

工場で燃料化し公共施設等で利用することによりエネルギーの地産地消

と資源循環型社会の推進を図ります。 

期 待 さ れ る 効 果  化石燃料の使用を減らし、再生可能なバイオマスエネルギーの利用を進

めることで二酸化炭素の排出削減が期待できます。 

また、間伐材の利用が進むことで森林が整備され森林が持つ二酸化炭素

の吸収機能が高まるとともに、里山の保全や林業振興といった副次的な効

果も期待できます。化石燃料ではなく、再生可能エネルギーを使用するこ

とで二酸化炭素排出量の削減が期待できます。 
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事 業 名 公共施設へのペレットボイラー導入 

事 業 主 体  市  

事 業 内 容  （市） 

  公共施設の冷暖房や給湯用としてペレットボイラーを導入し、再生可能

なバイオマスエネルギーである木質ペレット燃料の利用拡大に努めます。 

 今後、新設や改修を行う公共施設について、施設規模や運営方針をもと

に初期投資や維持管理に係るコスト面も含めた検討を行い、投資費用の回

収が見込まれるケースについてペレットボイラーを導入していくことと

します。 

期 待 さ れ る 効 果    化石燃料の使用を減らし、再生可能なバイオマスエネルギーへ転換を進

めて行くことで、二酸化炭素の排出削減が期待できます。 

 

【化石燃料からの転換による削減効果の目安】 

・灯 油：年間10,000ℓの使用を木質ペレット燃料に転換した場合、

年間24.9ｔ-ＣＯ２の削減が期待できます。 

・都 市 ガ ス：年間10,000㎥の使用を木質ペレット燃料に転換した場合、

年間22.4ｔ-ＣＯ２の削減が期待できます。 

・プロパンガス：年間10,000㎥の使用を木質ペレット燃料に転換した場合、

年間59.7ｔ-ＣＯ２の削減が期待できます。 

 

⑵ 方針２ 省エネルギー型ライフスタイル・ビジネススタイルの推進 

≪身近に取り組むことのできる二酸化炭素の排出削減≫ 

事 業 名 身近に取り組むことのできる省エネ活動の実践 

事 業 主 体  市民、事業者、市 

事 業 内 容  （事業者、市民） 

冷暖房の設定温度を調節したり、使用しない電化製品のコンセントは抜

くなど身近に取り組むことのできる省エネ活動を実践します。 

（市） 

  事業所の一つとして上記の取組を率先して実践するとともに、身近に取

り組むことのできる省エネ活動等について市民、事業者に紹介し、取組の

促進を図ります。 

期 待 さ れ る 効 果    エネルギーの使用量が抑えられ、二酸化炭素の削減効果が期待できま

す。 
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環境にやさしいライフスタイルについて 

自宅でできる省エネ行動 
CO2  

削減量（年間） 

1 電化製品やＯＡ機器を長時間使用しない時は、コンセントから電源を切ります。 11 ㎏ 

2 冷蔵庫の設定温度は適切にします。 21.6 ㎏ 

3 ガス給湯機のお湯で食器を洗うときは低温に設定します。 20.0 ㎏ 

4 野菜の下ごしらえは電子レンジでします。 15.4 ㎏ 

5 電気ポットを長時間使用しない時はプラグを抜きます。 37.6 ㎏ 

6 ガスコンロは炎が鍋底からはみ出さないように調節します。 5.4 ㎏ 

7 食器洗い乾燥機はまとめ洗いにします。 2.0 ㎏ 

8 お風呂は、家族が続けて入るようにします。 87.0 ㎏ 

9 温水洗浄便座は使わないときはフタを閉めます。    12.2 ㎏ 

10 洗濯機はまとめ洗いをします。 2.1 ㎏ 

11 掃除機は部屋を片付けてから使います。 1.9 ㎏ 

12 エアコンの冬暖房時は 20℃を目安にする。 18.6 ㎏ 

13 ガス・石油ファンヒーターの室温は 20℃を目安にする。 30.2 ㎏ 

14 電気カーペットは設定温度を低めにします。 65.1 ㎏ 

15 電気こたつは設定温度を低めにします。 17.1 ㎏ 

合 計 347.2 ㎏ 

出典：一般財団法人省エネルギーセンター「家庭の省エネ大辞典」 
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事 業 名 環境に配慮した製品の開発、利用 

事 業 主 体  市民、事業者、市 

事 業 内 容  （事業者） 

省エネ効果のある製品やリサイクル可能な製品の開発、販売や製品の簡

易包装に取り組むよう努めます。 

（市民、市） 

  省エネ効果のある製品や環境ラベルのついた製品など環境に配慮した

製品の購入、利用に努めます。 

（市） 

  環境に配慮した製品の開発、利用の促進を図るため、情報提供、啓発活

動を行います。 

期 待 さ れ る 効 果    省エネ効果のある製品の普及により、エネルギー消費が抑えられ二酸化

炭素の排出量の削減が見込まれます。 

ごみの減量につながり、ごみ処理にかかるエネルギー消費が抑えられ、

二酸化炭素排出量の削減が見込まれます。 

 

 

事 業 名 涼みスポット「オアシス26℃」の取組 

事 業 主 体  市 

事 業 内 容  （市） 

  夏の熱中症対策、節電対策の一つとして、市民が気軽に利用できる涼み

スポットとして対象となる公共施設のロビー等を開放します。対象施設に

ついては、ガスヒートポンプ式など設定温度の変更が消費電力に及ぼす影

響が尐なく、節電に支障のない空調設備を持つ公共施設において実施しま

す。 

期 待 さ れ る 効 果    家庭における夏季のエネルギーの使用量が抑えられ、二酸化炭素の削減

効果が期待できます。 
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事 業 名 農産物の地産地消の促進 

事 業 主 体  市民、事業者、市 

事 業 内 容  （事業者） 

  地元食材の積極的な使用に努め、農産物の地産地消を進めます。 

(市) 

  積極的に地元食材を使用するお店を「地産地消推進店」として認定しＰ

Ｒすることで地産地消の推進を図ります。 

（市民） 

  「地産地消推進店」などの利用を通じ、地元産食材の消費を心がけます。 

期 待 さ れ る 効 果    輸送に係るエネルギーの使用量が抑えられ、二酸化炭素の削減効果が期

待できます。 

 

 

事 業 名 ＬＥＤ街灯導入事業 

事 業 主 体  市 

事 業 内 容  （市） 

  市内全域の街灯にＬＥＤ街灯を導入し、省エネルギー化による二酸化炭

素の排出削減を図ります。 

 

期 待 さ れ る 効 果    エネルギーの使用量が抑えられ、二酸化炭素の削減効果が期待できま

す。 

 

 

事 業 名 国・県の補助事業の情報提供、活用支援 

事 業 主 体  市 

事 業 内 容  （市） 

  家庭や事業所における、省エネ設備の導入に対する国や県の補助制度等

に関する情報の提供や、活用の支援を行います。 

 

期 待 さ れ る 効 果  家庭、事業所等における省エネ設備の導入によりエネルギーの使用量が

抑えられ、二酸化炭素の削減効果が期待できます。 
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事 業 名 エコファミリー認定制度 

事 業 主 体  市民、市 

事 業 内 容  (市) 

  環境にやさしい暮らしを実践する家族を応援する制度で、家族単位でチ

ェックシートに掲げるチャレンジ項目に取り組み、達成した家族を「エコ

ファミリー」として認定し、環境意識の向上を図ります 

 

期 待 さ れ る 効 果    家庭における環境意識の向上により、地球温暖化対策を始め、環境にや

さしい行動の促進効果が期待できます。 

 

≪自動車による二酸化炭素の排出削減≫ 

事 業 名 ノーマイカーデーの実施 

事 業 主 体  市民、事業者、市 

事 業 内 容  （市） 

  特定の日をノーマイカーデーとして定め、全市的に持続的な取組が図ら

れる仕組みを構築し、市民、事業者に実施を促します。また、市としても

率先して実施に取り組みます。 

（市民） 

  ノーマイカーデーの実施に努めます。 

（事業者） 

  従業員のノーマイカーデーの実施促進に努めます。 

期 待 さ れ る 効 果  自家用車の利用頻度が減り、自動車から排出される二酸化炭素の削減が

見込まれます。 
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事 業 名 エコドライブの推進 

事 業 主 体  市民、事業者、市 

事 業 内 容  (市民、事業者) 

急発進・急加速・急ブレーキの抑制やアイドリングストップなどエコド

ライブの実施に努めます。 

（市） 

  エコドライブに率先して取り組むとともに、促進に向けた広報活動を実

施します。 

期 待 さ れ る 効 果  自動車から排出される二酸化炭素排出量の削減が見込まれます。 

 

自動車の省エネルギー行動 
CO2  

削減量（年間 

１ 発進時はふんわりアクセル「ｅスタート」します。 194.0 ㎏ 

２ 加減速の少ない運転をします。 68.0 ㎏ 

３ 早めのアクセルオフをします。 42.0 ㎏ 

４ アイドリングストップをします。 40.2 ㎏ 

合 計 344.2 ㎏ 

出典：一般財団法人省エネルギーセンター「家庭の省エネ大辞典」 

 

⑶ 方針３ 循環型社会の構築 

≪３Ｒの促進≫ 

事 業 名 ゆずります！ゆずってください！ 

事 業 主 体  市（三条市消費者協会事務局） 

事 業 内 容  （市） 

  物を大切にすることを目的に「使わない品物を人に譲りたいという方

を、譲ってほしい方に紹介する事業」を行います。 

 

期 待 さ れ る 効 果  ごみの減量につながり、ごみ処理にかかるエネルギー消費が抑えられ、

二酸化炭素排出量の削減が見込まれます。 
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事 業 名 リユース家具の無料配布 

事 業 主 体  市 

事 業 内 容  （市） 

  粗大ごみとして回収した家具で「まだ使える」「もったいない」という

良質なものを、希望する方に無料で配布します。 

 

期 待 さ れ る 効 果  ごみの減量につながり、ごみ処理にかかるエネルギー消費が抑えられ、

二酸化炭素排出量の削減が見込まれます。 

 

 

事 業 名 フリーマーケットの開催 

事 業 主 体  市 

事 業 内 容  （市） 

  市主催のフリーマーケットを開催することで、使わなくなったものをご

みとして捨てるのではなく、再利用につなげ、ごみの減量化を図ります。 

 

期 待 さ れ る 効 果    ごみの減量につながり、ごみ処理にかかるエネルギー消費が抑えられ、

二酸化炭素排出量の削減が見込まれます。 

 

 

事 業 名 マイバッグの利用促進によるレジ袋の削減 

事 業 主 体  市民、事業者、市 

事 業 内 容  （市民） 

  買い物の際は、マイバッグを利用し、レジ袋の削減に努めます。 

(市) 

  マイバッグの利用促進を図るための周知、広報活動を実施します。 

（事業者） 

  マイバッグ利用促進のための周知、広報活動に協力するよう努めます。 

 

期 待 さ れ る 効 果  ごみの減量につながり、ごみ処理にかかるエネルギー消費が抑えられ、

二酸化炭素排出量の削減が見込まれます。 
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事 業 名 清掃センター見学会の実施 

事 業 主 体  市民、市 

事 業 内 容  (市) 

  小学生を主な対象として、清掃センターの見学会を実施し、ごみに関す

る知識の習得やごみの減量化に取り組む意識の高揚に努めます。 

 

期 待 さ れ る 効 果  環境意識の向上を図り、地球温暖化対策を始め、環境にやさしい行動の

促進効果が期待できます。 

 

 

事 業 名 エコクラス認定制度 

事 業 主 体  市 

事 業 内 容  (市) 

  子どもたちに環境に関心を持って、楽しみながら行動してもらうため、

環境活動に一定期間取り組んだクラスを「エコクラス」として認定し、環

境意識の向上を図ります。 

 

期 待 さ れ る 効 果    環境意識の向上を図り、地球温暖化対策を始め、環境にやさしい行動の

促進効果が期待できます。 
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⑷ 方針４ 地域環境の整備及び改善 

≪森林・里山環境の保全≫ 

事 業 名 緑化助成事業 

事 業 主 体  市民、市 

事 業 内 容  （市） 

  緑化の促進とうるおいのある景観づくりを推進するため、花の種、苗等

の購入費を対象として補助金を交付します。 

(市民) 

  補助事業を活用し、まちなかに緑地を増やします。 

期 待 さ れ る 効 果    植物が持つ光合成という特質が二酸化炭素を吸収する効果があります。 

 

 

事 業 名 ポケットパークの整備 

事 業 主 体  市民、市 

事 業 内 容  （市民、市） 

弥彦線高架下にある11箇所のポケットパークについて、市民協働のもと

整備に取り組み、まちなかにおける緑地の確保に努めます。 

 

期 待 さ れ る 効 果  植物が持つ光合成という特質が二酸化炭素を吸収する効果があります。 

 

    

事 業 名 グリーンカーテンの設置促進 

事 業 主 体  市民、事業者、市 

事 業 内 容  （市） 

  夏の電力消費を抑え二酸化炭素の排出削減に効果があるグリーンカー

テンの設置を促進し、市としても率先して取り組みます。 

（事業者、市民） 

  グリーンカーテンの設置に努めます。 

 

期 待 さ れ る 効 果    植物が持つ光合成という特質が二酸化炭素を吸収する効果があります。 
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事 業 名 環境保全団体の支援 

事 業 主 体  市 

事 業 内 容  （市） 

  環境保全団体の活動について、後援、共催という形で支援し、市民の環

境保全意識の醸成を図ります。 

 

期 待 さ れ る 効 果    環境意識の向上を図り、地球温暖化対策を始め、環境にやさしい行動の

促進効果が期待できます。 

 

≪利便性の高い公共交通体系の構築≫ 

事 業 名 利便性の高い公共交通体系の構築 

事 業 主 体  事業者、市 

事 業 内 容  （市、事業者） 

  利用しやすい公共交通体系を構築し、利用促進に努めます。 

 

期 待 さ れ る 効 果    自動車から排出される二酸化炭素排出量の削減が見込まれます。 

 

 

事 業 名 自転車利用環境の整備 

事 業 主 体  市 

事 業 内 容  （市） 

  駐輪場の整備、確保等を行い、自転車を利用しやすい環境整備を図りま

す。 

期 待 さ れ る 効 果    自動車から排出される二酸化炭素排出量の削減が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４章 二酸化炭素排出量の削減に向けた取組 

- 34 - 

 

 

 

 


